
 

組織・事務に係る法令の概要 

１．証券監視委と内閣総理大臣、金融庁長官及び財務局長等の関係の概念図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

金 融 庁 長 官 
委員長・ 

委員の任命 

財 務 局 長 等 

犯則事件

の調査 

勧 告 ・ 建 議 

内 閣 総 理 大 臣 

委 任 

指揮監督 

委 任 

委 任（指揮監督） 

（注１）証券監視委が財務局長等に委任した権限については、証券監視委が財務局長等を指揮監督する（金商法第194条の７第８

項等）。 

（注２）犯則事件の調査については、証券監視委が財務局長等を指揮監督し、必要があると認めるときは、財務局等職員を直接指

揮監督することができる（金商法第 224条第４項、第５項等）。 

（注３）証券監視委は、以下の公示で指定する金融商品取引業者等に関する権限については、財務局長等への委任を行っていな

い。 

・金融商品取引法施行令第四十四条第五項並びに投資信託及び投資法人に関する法律施行令第百三十六条第二項の規

定に基づき金融商品取引業者等を指定する公示 

・犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令第二十八条第六項の規定に基づき金融商品取引業者等を指定する公示 

金融商品取引業者等の検査 
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金融商品取引業者等の検査 
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金融商品取引業者等の検査 
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２．証券監視委の組織・権限等  

証券監視委の組織・権限等は、設置法の以下の条項により規定されている。 

〔設置法〕 

条 項 規  定  の  概  要 

第４条 金融庁の事務 

第６条 証券監視委の設置 

第８条 証券監視委の所掌事務 

第９条 委員長及び委員の職権の行使 

第10条 証券監視委の組織 

第11条 委員長 

第12条 委員長及び委員の任命 

第13条 委員長及び委員の任期 

第14条 委員長及び委員の身分保障 

第15条 委員長及び委員の罷免 

第16条 委員長及び委員の服務等 

第17条 委員長及び委員の給与 

第18条 会議 

第19条 事務局 

第20条 勧告 

第21条 建議 

第22条 事務の処理状況の公表 

 

  



 

３．権限及び範囲に係る規定  

(1) 証券モニタリングの検査又は報告・資料の徴取の権限  

証券監視委は、金商業者等に対する検査又は報告・資料の徴取権限を内閣総理大臣及び金

融庁長官から委任されている。 

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。 

〔金商法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第56条の２第１項（第

65条の３第３項におい

て準用する場合を含

む。）から第４項まで 

第194条の７第２

項第１号及び第３

項 

金融商品取引業者等、金融商品取引業者等と

取引をする者、金融商品取引業者等（登録金融

機関を除く。）がその総株主等の議決権の過半

数を保有する銀行等、金融商品取引業者等を子

会社とする持株会社、金融商品取引業者等から

業務の委託を受けた者、金融商品取引業者の

主要株主、金融商品取引業者を子会社とする持

株会社の主要株主、特定金融商品取引業者等

の親金融機関等、特定金融商品取引業者等の

子金融機関等、金融商品取引業者の親銀行等、

金融商品取引業者の子銀行等 

第57条の10第１項 第194条の７第３

項 

特別金融商品取引業者の子会社等 

第57条の23 第194条の７第３

項 

指定親会社、指定親会社と取引をする者、指定

親会社の子会社等、指定親会社から業務の委

託を受けた者 

第57条の26第２項 第194条の７第３

項 

指定親会社の主要株主 

第60条の11（第60条の

12第３項において準用

する場合を含む。） 

第194条の７第２

項第２号及び第３

項 

取引所取引許可業者、取引所取引許可業者と

取引を行う者、取引所取引許可業者から業務の

委託を受けた者 

第60条の14第２項にお

いて準用する第60条の

11 

第194条の７第２

項第２号及び第３

項 

電子店頭デリバティブ取引等許可業者、電子店

頭デリバティブ取引等許可業者と取引を行う者、

電子店頭デリバティブ取引等許可業者から業務

の委託を受けた者 

第63条の６ 第194条の７第２

項第２号の２及び

第３項 

特例業務届出者、特例業務届出者と取引を行う

者、特例業務届出者から業務の委託を受けた者 

第63条の３第２項にお

いて準用する第63条の

第194条の７第２

項第２号の２及び

特例業務に係る届出をした金融商品取引業者

等、当該金融商品取引業者等と取引を行う者、

当該金融商品取引業者等から業務の委託を受



 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

６ 第３項 けた者 

第63条の14 第194条の７第２

項第２号の３及び

第３項 

海外投資家等特例業務届出者（海外投資家等

特例業務届出者とみなされる移行期間特例業

務を行う外国投資運用業者を含む。）、海外投

資家等特例業務届出者と取引をする者、海外

投資家等特例業務届出者から業務の委託を受

けた者 

第66条の22 第194条の７第２

項第３号及び第３

項 

金融商品仲介業者、金融商品仲介業者と取引を

する者 

第66条の45第１項 第194条の７第２

項第３号の２及び

第３項 

信用格付業者、信用格付業者と取引をする者、

信用格付業者から業務の委託を受けた者、信用

格付業者の関係法人 

第66条の67 第194条の７第２

項第３号の３及び

第３項 

高速取引行為者、高速取引行為者と取引する

者、高速取引行為者から業務の委託を受けた者 

第75条 第194条の７第２

項第４号及び第３

項 

認可金融商品取引業協会、店頭売買有価証券

の発行者、取扱有価証券の発行者、認可金融商

品取引業協会から業務の委託を受けた者 

第79条の４ 第194条の７第２

項第５号及び第３

項 

認定金融商品取引業協会、認定金融商品取引

業協会から業務の委託を受けた者 

第79条の77 第194条の７第３

項 

投資者保護基金、投資者保護基金から業務の

委託を受けた者 

第103条の４ 第194条の７第３

項 

株式会社金融商品取引所の対象議決権保有届

出書の提出者（株式会社金融商品取引所の総

株主の議決権の百分の五を超える対象議決権

の保有者） 

第106条の６第１項（同

条第２項において準用

する場合を含む。） 

第194条の７第３

項 

株式会社金融商品取引所の主要株主、株式会

社金融商品取引所の保有基準割合以上の数の

対象議決権を保有する商品取引所、株式会社金

融商品取引所の保有基準割合以上の数の対象

議決権を保有する商品取引所持株会社 

第106条の16 第194条の７第３

項 

金融商品取引所持株会社の対象議決権保有届

出書の提出者（金融商品取引所持株会社の総

株主の議決権の百分の五を超える対象議決権

の保有者） 

第106条の20第１項（同

条第２項において準用

する場合を含む。） 

第194条の７第３

項 

金融商品取引所持株会社の主要株主、金融商

品取引所持株会社の保有基準割合以上の数の

対象議決権を保有する商品取引所 



 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第106条の27 第194条の７第３

項 

金融商品取引所持株会社、金融商品取引所持

株会社の子会社 

第109条において準用

する第106条の27 

第194条の７第３

項 

親商品取引所等、金融商品取引所持株会社を

子会社とする商品取引所 

第151条 第194条の７第２

項第６号及び第３

項 

金融商品取引所、金融商品取引所の子会社、金

融商品取引所の商品取引参加者、金融商品取

引所に上場されている有価証券の発行者、金融

商品取引所から業務の委託を受けた者 

第153条の４において

準用する第151条 

第194条の７第２

項第６号及び第３

項 

自主規制法人 

第155条の９ 第194条の７第２

項第７号及び第３

項 

外国金融商品取引所、外国金融商品取引所参

加者、外国金融商品取引所から業務の委託を受

けた者 

第156条の５の４ 第194条の７第３

項 

金融商品取引清算機関の対象議決権保有届出

書の提出者（金融商品取引清算機関の総株主

の議決権の百分の五を超える対象議決権の保

有者） 

第156条の５の８ 第194条の７第３

項 

金融商品取引清算機関の主要株主 

第156条の15 第194条の７第３

項 

金融商品取引清算機関、金融商品取引清算機

関の清算参加者、金融商品取引清算機関から

業務の委託を受けた者 

第156条の20の12 第194条の７第３

項 

外国金融商品取引清算機関、外国金融商品取

引清算機関の清算参加者、外国金融商品取引

清算機関から業務の委託を受けた者 

第156条の34 第194条の７第３

項 

証券金融会社、証券金融会社から業務の委託を

受けた者 

第156条の58 第194条の７第３

項 

指定紛争解決機関、指定紛争解決機関の加入

金融商品取引関係業者、指定紛争解決機関か

ら業務の委託を受けた者 

第156条の80 第194条の７第３

項 

取引情報蓄積機関、取引情報蓄積機関と取引

情報収集契約を締結した者、取引情報蓄積機関

から業務の委託を受けた者(委託を受けた者から

委託を受けた者を含む。) 

第156条の89 第194条の７第３

項 

特定金融指標算出者、特定金融指標算出者か

ら特定金融指標算出業務の委託を受けた者、特

定金融指標算出者に対して算出基礎情報を提

供した情報提供者 



 

※ 報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない（取引等の公

正の確保に係る検査以外の検査の権限については、公益又は投資者保護のため緊急の必要

があると認められる場合及び検査の効果的かつ効率的な実施に特に資すると認められる場合

は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。）。 

〔投信法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第22条第１項 第225条第３項 投資信託委託会社等、受託会社等、受託会社等

と当該受託会社等に係る投資信託に係る業務に

関して取引する者 

第213条第１項から第５

項まで 

第225条第２項及

び第３項 

設立中の投資法人の設立企画人等、投資法人、

投資法人の資産保管会社等、投資法人の執行

役員等、投資法人又は当該投資法人の資産保

管会社等と当該投資法人に係る業務に関して取

引する者 

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない（取引等の公

正の確保に係る検査以外の検査の権限については、公益又は投資者保護のため緊急の必要

があると認められる場合及び検査の効果的かつ効率的な実施に特に資すると認められる場合

は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。）。 

〔ＳＰＣ法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第209条第２項におい

て準用する第217条第

１項 

第290条第２項第

１号及び第３項 

資産対応証券の募集等の取扱いを行う特定譲

渡人 

第217条第１項 第290条第３項 特定目的会社 

第286条第１項におい

て準用する第209条第

２項において準用する

第217条第１項 

第290条第２項第

２号及び第３項 

特定目的信託の原委託者 

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない（取引等の公

正の確保に係る検査以外の検査の権限については、公益又は投資者保護のため緊急の必要

があると認められる場合及び検査の効果的かつ効率的な実施に特に資すると認められる場合

は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。）。 

〔社債等振替法〕 



 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第20条第１項（第43条

第３項において準用す

る場合を含む。） 

第286条第２項 振替機関 

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

〔金サ法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第35条第１項及び第２

項並びに第36条第１項

及び第２項 

第137条第２項第

１号及び第２号並

びに第３項 

金融サービス仲介業者、金融サービス仲介業者

と金融サービス仲介業務に関して取引する者、

金融サービス仲介業者から業務の委託を受けた

者 

第48条第１項及び第２

項並びに第49条第１項

及び第２項 

第137条第２項第

３号及び第４号並

びに第３項 

認定金融サービス仲介業協会、認定金融サービ

ス仲介業協会から業務の委託を受けた者 

（注）証券監視委への権限委任は、金融サービス仲介業のうち有価証券等仲介業務に係るもの

に限る。報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

〔犯収法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第15条及び第16条第１

項 

第22条第６項及

び第７項 

金融商品取引業者、特例業務届出者、海外投資

家等特例業務届出者（移行期間特例業務を行う

外国投資運用業者を含む）、登録金融機関、証

券金融会社、振替機関、口座管理機関 

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

〔預金保険法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第136条第１項及び第

２項並びに第137条第

１項及び第２項 

第139条第２項 金融商品取引業者等（金融商品取引業者（第一

種金融商品取引業者のうち有価証券関連業に

該当するものを行う者に限る。）、指定親会社、

金融商品取引業者子特定法人、指定親会社子

会社等、証券金融会社）、金融商品仲介業者、

登録金融機関、金融商品取引業者等の子会社、

金融商品取引業者等から業務の委託を受けた

者 



 

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限並びに預金保険法の円滑な実施を確保するため緊急の

必要があると認められる場合及び検査の効果的かつ効率的な実施に特に資すると認められる

場合における検査の権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

〔景品表示法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第29条第１項 第33条第６項 金融商品取引業者、金融商品仲介業者、登録金

融機関、金融サービス仲介業者 

（注）金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。 

〔個人情報保護法〕 

検査又は報告・資料の

徴取の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
検査又は報告・資料の徴取の対象 

第146条第１項 第150条第５項 金融庁長官が所管する個人情報取扱事業者等 

（注）金融庁長官が自らその権限を行使することを妨げない。 

  



 

(2) 取引調査の権限及び課徴金の対象範囲  

① 取引調査の権限 

不公正取引規制等の実効性を確保し、違反行為を抑止するため、新たな行政上の措置として

金銭的な負担を課する制度（課徴金制度）が導入されたことにより、証券監視委は、課徴金に係

る事件について必要な調査をするため、事件関係人等に対する質問又は報告等の徴取及び検

査の権限を内閣総理大臣及び金融庁長官から委任されている。 

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。 

〔金商法〕 

質問・報告等の徴取、

検査の権限規定 

証券監視委への

権限委任規定 
質問・報告等の徴取及び検査の対象 

第177条  第194条の７第

２項第８号  

事件関係人、参考人、事件関係人の営業所

その他必要な場所  

（注）報告を徴する権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

② 課徴金の対象範囲及び課徴金額 

課徴金の対象範囲及び課徴金額は、金商法において定められており、個別的に掲げると以下

のとおりである。 

〔金商法〕 

条  項 対象範囲 課徴金額 

第173条 

風説の流布等によ

り有価証券等の価

格に影響を与えた

者 

違反行為（風説の流布・偽計）終了時点で自己の計算に

おいて生じている売り（買い）ポジションについて、当該ポ

ジションに係る売付け等（買付け等）の価額と当該ポジシ

ョンを違反行為後１月間の最安値（最高値）で評価した価

額との差額等 

（注）金商業者等が顧客等の計算において不公正取引を

行った場合、それがファンドの運用として行われた場合に

は運用の対価の額を３倍した額を、その他の場合には、

手数料、報酬その他の対価の額を課徴金額として賦課。

（以下同じ。） 

第174条 
仮装･馴合売買を

した者 

違反行為（仮装・馴合売買）終了時点で自己の計算にお

いて生じている売り（買い）ポジションについて、当該ポジ

ションに係る売付け等（買付け等）の価額と当該ポジショ

ンを違反行為後１月間の最安値（最高値）で評価した価

額との差額等 

第174条の２ 相場を変動させる

べき一連の有価証

違反行為（現実売買による相場操縦）期間中に自己の計

算において確定した損益と、違反行為終了時点で自己の



 

券売買等をした者 計算において生じている売り（買い）ポジションについて、

当該ポジションに係る売付け等（買付け等）の価額と当該

ポジションを違反行為後１月間の最安値（最高値）で評価

した価額との差額との合計額等 

第174条の３ 

安定操作取引等

の禁止に違反した

者 

違反行為（違法な安定操作取引）に係る損益と、違反行

為開始時点で自己の計算において生じているポジション

について、違反行為後１月間の平均価格と違反行為期

間中の平均価格の差額に当該ポジションの数量を乗じた

額との合計額等 

第175条 
内部者取引をした

者 

違反行為（内部者取引）に係る売付け等（買付け等）（重

要事実の公表前６月以内に行われたものに限る。）の価

額と、重要事実公表後２週間の最安値（最高値）に当該

売付け等（買付け等）の数量を乗じた額との差額等 

第175条の２ 

未公表の重要事

実の伝達等の禁

止に違反した者 

違反行為（情報伝達・取引推奨行為）により、情報受領者

等が行った売買等によって得た利得相当額に２分の１を

乗じて得た額等 

（注１）違反者が過去５年以内に課徴金納付命令等を受けたことがある場合には、課徴金の額は

1.5倍となる。 

（注２）上場会社等による自己株取得に係る内部者取引について、違反者が当局による調査前

に申告を行った場合には、課徴金の額は半額となる。  



 

(3) 開示検査及び報告・資料の徴取の権限並びに課徴金の対象範囲  

① 開示検査及び報告・資料の徴取の権限 

行政命令発出のための事実認定としてのディスクロージャー関係規定の遵守状況に関する検

査については、証券監視委が担った方が違反行為の摘発を有効に行えると考えられることから、

報告若しくは資料の提出を命じる権限及び検査の権限を内閣総理大臣及び金融庁長官から委

任されている。 

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。 

〔金商法〕 

報告・資料の徴取、 

検査の権限規定 

証券監視委への 

権限委任規定 
報告・資料の徴取及び検査の対象 

第26条 

（第27条において準用

する場合を含む。） 

第194条の７第３

項 

有価証券届出書・有価証券報告書等の縦覧書類

（注１）を提出した者又は提出すべきであると認め

られる者、有価証券の引受人その他の関係者、

参考人 

第27条の22第１項 

（第27条の22の２第２項

において準用する場合

を含む。） 

第194条の７第３

項 

公開買付者、公開買付けによって株券等の買付

け等を行うべきであると認められる者、これらの特

別関係者その他の関係者、参考人 

第27条の22第２項 第194条の７第３

項 

意見表明報告書を提出した者又は提出すべきで

あると認められる者、これらの関係者、参考人 

第27条の30第１項 第194条の７第３

項 

大量保有報告書を提出した者又は提出すべきで

あると認められる者、これらの共同保有者その他

の関係者、参考人 

第27条の30第２項 

（報告・資料の徴取の

み） 

第194条の７第３

項 

大量保有報告書に係る株券等の発行者である会

社、参考人 

第27条の35 第194条の７第３

項 

特定情報を提供若しくは公表した発行者、特定情

報を提供若しくは公表すべきであると認められる

発行者、特定情報に係る有価証券の引受人その

他の関係者、参考人 

第27条の37 第194条の７第３

項 

重要情報を公表した者若しくは公表すべきである

と認められる者、参考人 

第177条 第194条の７第２

項第８号 

事件関係人、参考人、事件関係人の営業所その

他必要な場所 



 

 

（注１） 開示検査の対象となる縦覧書類は、以下のとおり（第25条第１項）。 

・有価証券届出書及びその添付書類並びにこれらの訂正届出書 

・発行登録書及びその添付書類、発行登録追補書類及びその添付書類並びにこれら

の訂正発行登録書 

・有価証券報告書及びその添付書類並びにこれらの訂正報告書 

・有価証券報告書の記載内容に係る確認書及びその訂正確認書 

・内部統制報告書及びその添付書類並びにこれらの訂正報告書 

・四半期報告書※、半期報告書及びこれらの訂正報告書 

・四半期報告書※及び半期報告書の記載内容に係る確認書及びこれらの訂正確認書 

・臨時報告書及びその訂正報告書 

・自己株券買付状況報告書及びその訂正報告書 

・親会社等状況報告書及びその訂正報告書 

※ 四半期報告書は、令和５年法律第79号（金融商品取引法等の一部を改正する法

律）により、令和６年４月１日以後開始する四半期会計期間に係るものから提出が不

要となった。 

（注２） 有価証券届出書等の効力発生前における届出者等に対する検査等の権限及び公開

買付期間中の公開買付者等に対する検査等の権限については、課徴金に係る事件に

ついての検査に係るものを除き、証券監視委に委任されていない。 

② 課徴金の対象範囲及び課徴金額 

課徴金の対象範囲は、金商法において定められており、個別的に掲げると以下のとおりである。 

〔金商法〕 

条  項 対象範囲 課徴金額 

第172条 有価証券届出書

（募集・売出しの

発行開示）が受

理されていない

のに有価証券の

募集等をした者

等 

募集・売出総額の100分の4.5（株券等以外は100分の

2.25） 

第172条の２ 虚偽記載のある

有価証券届出書

（募集・売出しの

発行開示）等の

募集・売出総額の100分の4.5（株券等以外は100分の

2.25） 

第193条の２第６項 

（報告・資料の徴取の

み） 

第194条の７第３

項 

監査証明を行った公認会計士又は監査法人 



 

提出により、有価

証券を取得させ、

又は売り付けた

者等 

第172条の３ 有価証券報告書

等を提出しない

発行者 

直前事業年度の監査報酬額（監査証明を受けるべき直

前事業年度がない場合等は400万円） 

（四半期報告書注１・半期報告書の場合はその２分の１） 

第172条の４ 虚偽記載のある

有価証券報告書

等を提出した発

行者 

600万円又は発行者の時価総額の10万分の６のいずれ

か大きい額 

（四半期報告書注１・半期報告書・臨時報告書等の場合は

その２分の１） 

第172条の５ 公開買付開始公

告を行わないで

株券等の買付け

等をした者 

買付総額の100分の25 

第172条の６ 虚偽表示のある

公開買付開始公

告等を行った者

等 

買付株券等の時価合計額の100分の25 

第172条の７ 大量保有報告書

等を提出しない

者 

対象株券等の発行者の時価総額の10万分の１ 

第172条の８ 虚偽記載のある

大量保有報告書

等を提出した者 

対象株券等の発行者の時価総額の10万分の１ 

第172条の９ 特定証券情報の

提供又は公表が

されていないの

に特定勧誘等を

した者 

募集・売出総額の100分の4.5（株券等以外は100分の

2.25） 

 

第172条の10 虚偽のある特定

証券等情報の提

供又は公表をし、

有価証券を取得

させ、又は売り付

けた発行者等 

イ．当該特定証券等情報が公表されている場合 

募集・売出総額の100分の4.5（株券等以外は100分の

2.25） 

ロ．当該特定証券等情報が公表されていない場合 

イ．の額に、 

当該特定証券等情報の提供を受けた者の数 

当該特定勧誘等の相手方の数 

を乗じて得た額 

第172条の11 虚偽のある発行

者等情報の提供

イ．当該発行者等情報が公表されている場合 

600万円又は発行者の時価総額の10万分の６のいず



 

又は公表をした

発行者 

れか大きい額 

ロ．当該発行者等情報が公表されていない場合 

イ．の額に、 

当該発行者等情報の提供を受けた者の数 

発行者等情報の提供を受けるべき相手方の数 

を乗じて得た額 

第172条の12 虚偽開示書類等

の提出等を容易

にすべき行為又

は唆す行為をし

た者 

特定関与行為を行った者に対し、手数料、報酬その他の

対価として支払われ、又は支払われるべき金銭その他の

財産の価額に相当する額 

 

（注１） 四半期報告書は、令和５年法律第 79 号（金融商品取引法等の一部を改正する法律）に

より、令和６年４月１日以後開始する四半期会計期間に係るものから提出が不要となった。 

（注２）第 172 条の２、第 172 条の４、第 172 条の７、第 172 条の 10、第 172 条の 11 及び第 172

条の 12 の違反行為について、違反者が当局による調査前に違反事実に関する報告を行った

場合には、直近の違反事実に係る課徴金の額が半額となる（金商法第 185条の７第 14項）。 

（注３）違反者が過去５年以内に課徴金納付命令等を受けたことがある場合には、課徴金の額は

1.5倍となる（金商法第 185条の７第 15項）。 

  



 

(4) 犯則事件の調査の権限及び範囲  

① 犯則事件の調査の権限 

犯則事件の調査は、内閣総理大臣及び金融庁長官から委任を受けた権限に基づいて行う検

査及び報告・資料の徴取とは異なり、証券監視委職員の固有の権限として規定されている。 

具体的な権限は、以下のとおりである。 

根 拠 規 定 犯 則 事 件 の 調 査 の 権 限 

金商法第210条 

金サ法第161条 

犯収法第32条 

犯則嫌疑者等に対する出頭の求め、質問、犯則嫌疑者等が所持し又

は置き去った物件の検査、犯則嫌疑者等が任意に提出し又は置き去

った物件の領置等の任意調査権限 

金商法第211条、第

211条の２ 

金サ法第161条 

犯収法第32条 

裁判官の発する許可状により行う臨検、捜索又は差押え等の強制調

査権限 

 

② 犯則事件の範囲 

犯則事件の範囲は、取引の公正を害するものとして金商法施行令第45条、金サ法施行令第

50条及び犯収法第32条において定められており、個別的に掲げると以下のとおりである。 

〔金商法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

第５条、第24条等 発行者 有価証券届出書、有価証券報告書等の提出義務等 

第15条等 発行者、売出

しをする者、

引受人、金融

商品取引業

者等 

有価証券届出書の効力発生前の募集、売出し又は売

付けの禁止等 

第23条の３等 発行登録者 発行登録書等の提出義務等 

第27条の３等 公開買付者 公開買付届出書等の提出義務等 

第27条の23等 大量保有者

等 

大量保有報告書等の提出義務等 

第30条の２等 金融商品取

引業者等 

金融商品取引業者等に対する認可の条件 

第37条等 金融商品取

引業者等 

広告等の規制 

第37条の３ 金融商品取

引業者等 

契約締結前の書面の交付 



 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

第37条の４ 金融商品取

引業者等 

契約締結時等の書面の交付 

第37条の５ 金融商品取

引業者等 

保証金の受領に係る書面の交付 

第38条等 金融商品取

引業者等 

契約の締結又はその勧誘に関して、顧客に対し虚偽の

ことを告げる行為の禁止 

第38条の２ 金融商品取

引業者等 

投資顧問契約等に関し、偽計、暴行、脅迫の禁止等 

第39条第１項 金融商品取

引業者等 

損失保証・損失補塡等の禁止 

第40条の４ 金融商品取

引業者等 

特定投資家向け有価証券の売買等の制限 

第41条の２ 金融商品取

引業者等 

投資助言業務に関する禁止行為 

第42条の２ 金融商品取

引業者等 

投資運用業に関する禁止行為 

第42条の７ 金融商品取

引業者等 

運用報告書の交付 

第43条の６第２項 金融商品取

引業者等 

暗号等資産関連業務において、契約の締結又はその

勧誘に関して、顧客を誤認させるような表示の禁止 

第157条 何人も 有価証券の売買等について、不正の手段・計画等の禁

止 

第158条 何人も 風説の流布、偽計、暴行又は脅迫の禁止 

第159条 何人も 相場操縦行為等の禁止 

第161条第１項 金融商品取

引業者等 

金融商品取引業者等の自己計算取引等の制限 

第163条等 会社役員等 役員・主要株主の特定有価証券等の売買等に関する

報告書の提出義務等 

第165条 会社役員等 役員・主要株主の禁止行為 

第166条 会社関係者

等 

会社関係者等による内部者取引の禁止 

第167条 公開買付者

等関係者等 

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止 

第167条の２ 会社関係者

等 

未公表の重要事実の伝達等の禁止 

第168条 何人も 虚偽の相場の公示等の禁止 

第169条 何人も 対価を受けて行う新聞等への意見表示の制限 



 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

第170条 何人も 有利買付け等の表示の禁止 

第171条 有価証券の

不特定多数

者向け勧誘

等をする者等 

一定の配当等の表示の禁止 

〔金サ法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

第31条第１項 金融サービス

仲介業者 

投資顧問契約等に関し、偽計、暴行、脅迫の禁止等 

第31条第２項 金融サービス

仲介業者 

損失保証・損失補塡等の禁止等 

〔犯収法〕 

条   項 行為者 規  定  の  概  要 

第４条第６項 顧客等 

代表者等 

本人特定事項の虚偽申告の禁止 

 

  



 

(5)  裁判所への禁止・停止命令の申立て及びそのための調査の権限   

証券監視委は、金商法違反行為等を行う者に対する裁判所への禁止・停止命令の申立て及

びそのための調査の権限を内閣総理大臣及び金融庁長官から委任されている。 

具体的な権限の規定は、以下のとおりである。 

〔金商法〕 

申立て、報告等の

徴取・検査等の権限 

証券監視委への 

権限委任規定 
申立て、報告等の徴取・検査等の対象 

第187条 第194条の７第４項

第１号 

関係人、参考人、鑑定人 

第192条第１項 第194条の７第４項

第２号 

下記に定める行為を行い、又は行おうとする者。 

・緊急の必要があり、かつ、公益及び投資者保

護のため必要かつ適当であるときで、金商法又

は同法に基づく命令に違反する行為。 

・金商法第二条第二項第五号若しくは第六号に

掲げる権利等に関し出資され、又は拠出された

金銭等を充てて行われる事業に係る業務執行が

著しく適正を欠き、かつ、現に投資者の利益が著

しく害されている場合等において、投資者の損害

の拡大を防止する緊急の必要があるときで、こ

れらの権利に係る同条第八項第七号から第九

号までに掲げる行為。 

（注）金商法違反行為を行う者に対する裁判所への禁止命令等の申立て及びそのための調査の

権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 

〔投信法〕 

申立て、報告等の

徴取・検査等の権限 

証券監視委への 

権限委任規定 
申立て、報告等の徴取・検査等の対象 

第26条第１項（第54

条第１項において準

用 す る 場 合 を 含

む。）、第219条第１

項 

第225条第４項第１

号 

受益証券の募集の取扱い等を現に行い、又は行

おうとする者について、以下に該当するとき。 

・投信法若しくは同法に基づく命令等に違反して

いる場合で、投資者の損害の拡大を防止する緊

急の必要があるとき。 

・受益証券を発行する投資信託委託会社の運用

の指図等が著しく適正を欠き、かつ、現に投資者

の利益が著しく害されている場合等で、投資者

の損害の拡大を防止する緊急の必要があるとき

等。 



 

申立て、報告等の

徴取・検査等の権限 

証券監視委への 

権限委任規定 
申立て、報告等の徴取・検査等の対象 

第26条第７項（第54

条第１項において準

用 す る 場 合 を 含

む。）、第60条第３

項、第219条第３項、

第223条第３項にお

いて準用する金商

法第187条の規定に

よる権限 

第225条第４項第２

号 

関係人、参考人、鑑定人 

第 60条第１項、第

223条第１項 

第225条第４項第１

号 

外国投資信託等の受益証券の募集の取扱い等

を現に行い、又は行おうとする者について、以下

に該当するとき。 

・受益証券に係る外国投資信託の資産の運用の

指図等が著しく適正を欠き、かつ、現に投資者の

利益が著しく害されている場合等で、投資者の

損害の拡大を防止する緊急の必要があるとき

等。 

（注）投信法違反行為等を行う者に対する裁判所への禁止命令等の申立て及びそのための調査

の権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。 


